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In order to mitigate and recover damages due to manmade disaster as well as 
natural one, adequate counter measures in an emergency are required. From the 
viewpoint of corporate social responsibility, each corporation is expected to make a 
Business Continuity Plan (BCP). In Japan, the effective approach to the BCP has 
not been practiced for the reasons why there are the difficulty of know-how sharing, 
nothing for the external pressure such as legislative regulation, and the insufficient 
preparation of standardization. In this study, a participatory approach is proposed 
for BCP based on actual results that the authors have practiced the BCP for several 
corporations. The effectiveness is demonstrated through practical example.  
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1．はじめに 
 

 我が国の公共事業は、昨今の厳しい財政状況の影響から、予算

の削減、限られた予算の効率的活用のための改革が推進されてい

る。しかしながら、脆弱な国土と厳しい自然条件を抱える我が国

では、近年の突発的で甚大な豪雨災害、地震災害からも明らかな

ように、防災関係投資をはじめ、社会資本の充実は不可欠である。

効率的で効果的な防災対策を推進するためには、既存施設・設備

の補強や補修等のハード対策と防災教育や訓練等のソフト施策の

連携が不可欠であり、地域を行政・企業・住民による実践協働体

とした自助・共助・公助の連携による総合的な地域防災力の向上

が必要である。 
 このような観点から、内閣府の中央防災会議において、防災を

平常時の社会システムの一部として定着させていくための取り組

みが推進されてきた。地域や民間で防災まちづくりを進めるため

の方策が検討されるとともに、大規模な災害が発生しても企業が

主要な事業を継続していけるように常時から取り組むべき「事業

継続ガイドライン」が公表された。このように、災害時における

地域企業の役割が重要視されている。 
 また、近年、企業の不祥事、倫理観の欠如、安全管理のずさん

さなどが社会全体の混乱を引き起こすような事象が増加し、企業

の社会的責任としての事業継続計画（Business Continuity Plan：以

下、BCP）の策定が推進されている。 
 しかし、わが国における BCPの策定率は大手企業ですら 10～
20％程度で、事業継続の取り組みは遅れている。また、地域コミ
ュニティとの連携強化（地震時）を講じている企業の割合も２割

弱に過ぎない。中小の企業の取り組みは1～2％程度といわれてい
る。その理由としては、BCPの啓発・教育方法については、ノウ
ハウが共有化されにくい環境であることと、法的強制力等の外圧

がないこと、BCPの標準化が図られていない等、国による推進が
なされているものの、依然として普及啓発に課題がある。 
 そこで、本研究では、これまで筆者らが企業において関係者参

加型で実施した事業継続計画策定の事例を基に、効果的な事業継

続計画策定手法の提案とその提案手法の効果を検証する。 
 
2．BCP及び防災対策に関する現状認識 

 
2.1BCPについて 

BCPとは、災害や事故等の様々なリスクが発生した場合、事業
資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるい

は早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時

における事業継続のための手段などを取り決めておく計画のこと

である。BCPが実践された場合は、図－1に示すように災害発生
後の効果的な事後対応により、現状の予想復旧曲線（実線）を目



 
標復旧曲線（破線）に近づけることが可能で、被災後も許容限界

以上のレベルで事業を継続できることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日本におけるBCPは、法的強制力や第三者認証の取得義務等、
策定にあたっての外圧が無く、普及促進にあたっては、組織の自

助努力とBCP策定を「是」とする市場作用に頼っている。また、
BCPで使用する国内共通の用語が定義されていない。記述内容に
関する標準的なテキストは、内閣府 1)（表－1参照）、経済産業省
2)、NPO法人事業継続推進機構 3)（表－2参照）等により作成され
ているが、①実務運用・教育訓練方法は個々の組織の実態により

大きくことなる、②BCPの内容は組織内部情報である、③BCP策
定ノウハウ＝コンサルティング商品でありコンサルティングを実

施する企業の商戦に関わる、等の理由により実践的なノウハウが

共有されにくい環境にある。しかし、DRII（米国Disaster Recovery 
Institute）,BCI（英国The Business Continuity Institute）が提示してい
るBCP策定にあたっての10のチェック項目4)（表－3参照）では、
「1.プロジェクトの開始と管理」において、「経営者・社員のBCP
必要性の認識」を提示しており、近い将来おいて非常に高い確率

で発生大規模地震が予想される中、BCPに関する啓発・教育の必
然性が伺える。 
表－１ 事業継続計画ガイドライン第１版（内閣府）1) 

2.1方針 

2.2計画 

2.2.1対象とする災害の特定 

2.2.2影響度の評価 

2.2.3重要業務が受ける被害の想定 

2.2.4重要な要素の抽出 

2.2.5事業継続計画の策定 

2.2.6事業継続と共に求められるもの 

2.3実施及び運用 

2.3.1事業継続計画に従った対応の実施 

2.3.2文書の作成 

2.3.3財務手当 

2.3.4計画が本当に機能するか確認 

2.3.5災害時の経営判断の重要性 

2.4教育・訓練の実施 

2.5点検及び是正措置 

2.6経営層による見直し 

表－２ ＢＣＡＯ標準テキスト3) 

1.ＢＣの考え方 

1-1事業継続（ＢＣ）とは？ 

1-2ＢＣの概念 

1-3ＢＣとＢＣＭ・BCP 

1-4BCPに記載すべき項目 

1-5従来の防災とＢＣへの取組みの特徴 

2.ＢＣのニーズ、動向 

2-1日本でニーズが高まっている理由や背景 

2-2日本の動向 

2-3日本、米国、英国のＢＣ推進団体 

2-4日本でのＢＣを考える上で必要な事項 

3.国内で発表されているガイドライン 

3-1内閣府事業継続ガイドライン 

3-2経済産業省事業継続策定ガイドライン 

3-3中小企業庁中小企業BCP策定運用指針 

4.ＢＣの要素、ポイント 

4-1ＢＣのＰＤＣＡサイクルの要素 

4-2ビジネスインパクト分析 

4-3ＢＣのメリット 

4-4ＢＣの推進のために 

4-5ＢＣの対応能力を維持・向上させるために 

5.事例 

6.ＢＣＡＯとしての主張 
表－３ Professional Practices for Business Continuity 

Planners4) 

1.プロジェクトの開始と管理 

2.リスク評価とコントロール 

3.ビジネス影響分析 

4.ビジネス継続戦略の策定 

5.緊急対応とオペレーション 

6.ビジネス継続計画の策定と実施 

7.アウェアネスとトレーニング・プログラム 

8.ビジネス継続計画の維持と演習 

9.ＰＲと危機広報 

10.外部機関との調整 

2.2防災対策の現状と課題 
上述のようにBCPとは、従来の防災対策に、①継続すべき重要
業務の絞り込み、②重要業務ごとに目標復旧時間を設定、③重要

な要素・資源（ボトルネック）の洗い出しと重点的対処、④定期

的な更新と経営層による見直し、という新たな考え方や手法を加

えたもので、従来から実施されてきた防災計画やマニュアルの作

成、防災教育・訓練などの防災対策が基礎となる。 
我が国における防災対策は、行政や学校組織において、防災計

画の作成、防災訓練の実施や防災マニュアルの作成、啓発パンフ

レットの配布、防災に関わる各種勉強会の開催等広く行われてき

た。ここでは、まず防災マニュアルの現状と課題について記述す

る。 
「マニュアル」とは、特定の目標や方針を示し、それに向かう

具体的な業務手順を提示するものである 5）。防災マニュアルは、

図－１ 事業継続の概念 1) 
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災害様相を事前に想定し、読み手の対応行動を時系列で示すこと

により、災害時の対応手順をレビューするものである。図－2 に
防災マニュアルの一例を示す。 
既往の研究で指摘されている防災マニュアルの課題としては、

「厚い印刷物となってしまうことによる検索性や更新性の悪さ」、

「責任の所在の不明確」、「対象組織や地域の特性把握が不十分」

といったことが挙げられている 6）。また、「業務内容が巨大化する

とページ数が膨大となり、効率的業務遂行の阻害要因となる」と

いう指摘もされている 5）。さらに、防災マニュアルに従った応急

対応の課題としては、「想定以上の事象が発生した結果、十分な対 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ 行政の防災マニュアルの例 

応ができなかった」、「対応手順の記載が不十分であった」、「職員

は自分の役割は把握していたが、全体の対応が把握できていなか

った」などの報告もある 7),8）。 
次に、防災訓練について記述する。防災訓練は、大きく分けて、

所定のシナリオに従った行動をレビューすることにより学習効果

を期待する展示訓練、参加者の状況判断能力の向上や課題抽出に

主眼をおいた図上訓練に分類される。 
従来の我が国における防災訓練は、展示型の訓練が実施されて

きた。展示型訓練は、定められたシナリオどおりに行動を展開し

ていくものであり、行動を繰り返すことによる学習効果が期待さ

れるものの、災害時の時系列的発生事象や突発的な事項に対応し

た臨機応変な判断・行動能力の向上を目的とした場合には効果が

期待できない。また、毎年同じ訓練を実施する場合訓練自体が形

骸化し、本来の目的を達成しない恐れがある。一方、図上訓練に

は、状況付与シナリオの作成、備品の準備等多大な手間を要する

ことと、相当の訓練運営ノウハウが求められ、容易に開催するこ

とが難しいと言った問題点がある。 
 
 
 

 
表－４ 防災訓練の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上のような背景から、防災訓練は想定被害に基づき、時系列

での災害様相を訓練参加者に付与するシナリオ型図上訓練等、災

害対応能力を向上させるようなプログラムが用いられるようにな

ってきている。兵庫県では、従来、展示型の訓練や土嚢積み等の

技能習得訓練を行ってきたが、これらの訓練では、防災体制の検

証が全く出来ないことに気づき、1997年に知事にも日時・場所等
を一切知らさない完全抜き打ち訓練を実施したという事例もある
9)。 
このように、訓練のための訓練から災害発生時に適切かつ効果

的な対応を求める防災コンピテンシー（緊急時行動能力）養成重

視型の実践的訓練の実施へと移行してきている。 
 
3.ワークショップによる参加型手法の提案 
 
3.1参加型によるBCP策定の必要性 
上述したように、これまで作成されてきた防災マニュアルには

様々な課題があり、作成に携わった当事者に教育効果は期待でき

るものの、活用方法には課題が残る。また、これまで実施されて

きた従来型の訓練では、シナリオどおり実施することに重きがお

かれ形骸化する恐れがあり、一定の効果が期待できない。上記を

総じてBCPの我が国への導入を考えた場合、対象組織のBCPの
実践に係る人々に如何に当事者意識をもたせ、災害対応能力を向

上させるかが重要なポイントになる。 
BCPと同じくして、諸外国の規格を日本に持ち込んだ事例にＩ
ＳＯがある。社団法人日本印刷技術協会が行った ISO9000運用ア
ンケート報告 10)によると、ＩＳＯ導入による社内効果として「作

業手順が明確になった」が８割に達している一方、問題化したこ

ととして「文書が多すぎ、管理のための管理になりがち」「ルール

の形骸化」が回答されている（表－５参照）。これらの要因として、

従来からの日本の品質管理の文化にＩＳＯがそぐわない、ＩＳＯ

導入時・導入後における職員の教育訓練不十分等が想定される。 
日本におけるBCPでは、新たに計画を策定するのではなく、従
来から防災対策として実施してきたことを活用し、BCPの概念を
取り入れることにより、より良いものになると考える。また、参

加型で計画を策定することにより、参加者それぞれに当事者意識

がうまれ、社内導入が円滑に行われるものと考える。 
 

参集判断と配備体制

事前対策

災害警戒対応

初動対応

応急復旧、復興へ

災害発生

参集基準との照合

気象情報、警戒情報の収集

参　集 参集時の行動、準備

情報収集内容
情報伝達体制

災害活動の組織体制各班での行動

組織内での役割分担

・道路の点検
・河川、砂防構造物等の点検
・県営住宅、下水道等公共施設の点検
・道路啓開　など

各施設調査点検項目

仮設資機材等の
必要資機材

応援調査と協定会社

災害対策本部の設置

○○班 ○○班 ○○班

・連絡調整
・○○○

・道路維持班
への応援

・道路維持班
への応援

時間の流れ 行動項目 マニュアル策定事項

○○班 ○○班 ○○班

・連絡調整
・○○○

・道路維持班
への応援

・道路維持班
への応援



 
 
表－５ ＩＳＯ導入により問題化した事項10) 

文書が多すぎ、管理のための管理になりがち 56.3％ 

現場業務の負担増 39.1 

維持経費の負担 32.8 

ルールの形骸化 23.4 

部門間の温度差に不満が出る 21.9 

標準書が現場で活用されない 18.8 

部門によって中間管理職またはリーダーの非協力 18.8 

品質ＩＳＯと環境ＩＳＯの共通化が遅れている 18.8 

取得対象部門と対象外部門の意識のズレ 17.2 

 
3.2ワークショップによる参加型手法の提案と実践 
 第一筆者の磯打は、これまで、地域防災力の向上を目的とした

参加型システムの開発、システムを活用したワークショップの開

催を行ってきた。ワークショップでは、住民、行政、専門家が一

同に会して災害時における地域での避難行動について議論を重ね

た。その結果、開発したシステムを活用して地域の防災力を継続

的に向上させる仕組みをつくることができた 11)。 
その成果を踏まえて、本研究では、まちづくりや住民参加の手

法として盛んに用いられている参加型ワークショップによる

BCPを策定する手法を提案する。BCP策定にあたっては、参加者
に当事者意識をもたせ、策定後の社内導入・運用が円滑に行える

ように配慮する。 
 まず、BCP策定の第一ステップとして、社員の BCP導入に対
する合意形成を目的とした参加型ワークショップについて記述す

る。一般に、ワークショップでは、ファシリテーターが参加者に

メニューだしを行い、進行を行う。ワークショップの内容によっ

ては、ファシリテーターの力量により、参加者の満足度が左右さ

れてしまう恐れがある。 
 本研究では、ワークショップ進行における効果的なメニューを

開発することにより、進行内容の標準化がはかれるよう留意した。 
(1) ワークショップの開催 
ワークショップは、企業を対象にBCP作成・啓発を目的として
行った。開催概要は、次の通りである。 
 ・参加者   ：役員、社員、アルバイト 計50名 
 ・グループ数 ：1グループ7～9名程度を6グループ設置 
 ・グループ構成： 
①経営者グループ：社長、取締役、部長、技術顧問 
②現場責任者グループ：課長職 
③事務・総務グループ：総務・事務社員 
④中堅社員グループ ：係長クラス社員 
⑤若手社員グループ：若手社員（入社4～5年目） 
⑥若手社員グループ： 

若手社員（入社1～3年目）・アルバイト 
(2) ワークショップの進行 
a）趣旨説明 
趣旨説明では、現在の防災環境と事業継続計画として、防災対

策から事業継続への必要性、わが国における行政、企業の BCP
取り組み状況、想定される災害やリスクの事例を説明した。 

b）BCPワークショップの実施 
ワークショップでは、以下の4課題を提示し、各課題に対する
回答をグループ毎に発表する形式とした。提示した課題は、内閣

府ガイドライン 1)を参考に策定した。 
課題①：どのようなリスクを対象とするか。 
課題②：リスクが発生した場合、どのような状況になるか（社

内外問わず）。 
課題③：復旧目標時間を２週間と想定した場合、会社を存続さ

せるために必要な事項とその優先順位 
課題④：課題③で優先順位づけした内容を、復旧目標時間２週

間以内に実施するために、事前準備しておくべきこと

と、有事に行うべきことはなにか。 
上記 4課題についてグループ毎に発表を行った後、DRII、BCI
のチェック項目 4)を参考に作成した20項目のチェックリスト（表
－６参照）を提示、グループで検討した内容に対する不足事項等

の確認を行った。 
チェックリストの項目は、①BCPが必要な状況や影響（被害想
定）、②想定内容（応急対策、リスク管理、セキュリティ、目標復

旧時間、必要資器材・情報、代替オフィス、バックアップ）、③外

部機関との調整（適用法律と規則、支援機関）、④広報（外部機関

やステークホルダー）、⑤緊急対応（対応手順方針、指揮指令方針、

応急手当、被害拡大防止）とした。 
ｃ）ワークショップの結果 
図－３には、グループ毎の得点を示した。得点は、該当する場

合は1点、該当しない場合は-1点として集計した。図からわかる
ように、得点は、業務の現場責任者である課長クラスが最も高く、

経営者が最も低い値となった。 
以下、ワークショップの結果について示す。課題①想定リスク

に関する結果を表７に示す。この表からわかるように、「地震」等

抽象的なリスクを想定したグループがある一方、若手②グループ

のように具体的であるが小規模な事象にとどまるものもみられた。 
課題②被害影響では、経営者が「資金繰り」等の事例を挙げた

のに対し、課長以下では「パソコン利用不能」等、実業務に関わ

る事項があげられた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ チェックリスト得点 
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表－６ チェックリスト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－７ ワークショップ実施結果（課題①） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
課題③重要業務では、経営者で「経営資源の確保」等、事務・

総務で「社員のケア」等、課長で「サーバーの復旧」等に関する

事項があげられた。 
課題④事前対策と緊急対応では、経営者で「資金繰り」、「協力

会社との協定締結」等、課長以下では「データバックアップ」「非

常電源の確保」等があげられた。 
ワークショップ結果とチェックリスト結果を比較すると、得点

の低い経営者は「資金繰り」や「経営資源の確保」等経営的な事

項の想定にとどまり、業務の全体像まで想定が及ばなかった。ま

た、中堅、若手では、小規模な事象までの想定にとどまっており、

得点が伸びなかったと考えられる。結果として、業務の最前線で

あり、管理管轄する立場にもある課長職が最も良い得点を示した。 
上述の結果から、職責によってBCPのとらえ方にかなり差異が
認められた。立場の違いに生じるこのような差異を各自認識する

ことが重要である。その認識のもとに、組織として効果的なBCP
を実践するための体制づくりが重要である。 

(4）アンケートによる効果の検証 
ワークショップの効果を検証するため、BCPの必要性認識に関
するアンケートを実施した。アンケートは、ワークショップ実施

前と実施後における、BCPに対する理解度、BCP必要性の認識に
関する意見を比較した。 
その結果を図－４に示す。図－４中の平均ポイントは、アンケ

ート結果を得点化し、平均化したものである。アンケート結果か

らは、「質問１BCPに対する理解」が平均ポイント1.8Pから3.3P
へ改善、「質問２BCP策定の必要性の認識」が1.5Pから2.9Pへ
改善し、一定の効果が得られたことがわかった。ワークショップ

を実施することにより、BCPの理解度、作成の必要性について大
きく理解が得られたことが分かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図－４（1） アンケート結果 

 
 
 
 
 
 
 

質問１　ＢＣＰの理解度
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項目 チェック項目

会社周辺における災害発生の危険性を想定し
たか？

災害発生に伴う事業所の被害発生を想定した
か？

業務中断に伴う影響を想定したか？

被害発生防止、被害軽減のための事前措置と
応急対策を想定したか？

リスク管理に関する情報収集活動を想定した
か？

セキュリティの必要性を想定したか？

重要書類の管理の必要性を想定したか？

目標復旧時間（2週間）の設定は妥当である
か？

最低限必要な資料、器材等を想定したか？

企業全体での業務継続戦略に必要な情報（数
値、金額等）を想定したか？

代替オフィスや倉庫等を想定したか？

電子データのバックアップ、サイボウズ、シ
ステム等のＩＴ関連の対応を想定したか？

緊急対応時に適用される法律と規則を想定し
たか？

事業継続実施にあたり、支援機関の確保と機
関との調整を想定したか？

外部機関に対する危機広報計画の必要性を想
定したか？

危機広報の周知に関する外部・内部ステーク
ホルダー（利害関係者）を想定したか？

緊急対応手順方針を想定したか？

指揮指令方針を想定したか？

応急手当やトリアージの必要性を想定した
か？

被害拡大防止及び緊急対応後の必要性を想定
したか？

有事の緊急（応急・救
急）対応について

BCPの発動が必要にな
る状況やその影響につ
いて

BCPの発動が必要にな
る状況で、実際に起こ
す対応について

外部機関との必要な調
整について

広報について

経営者 地震、人身事故、経営データ、風水害、独禁法

課長 停電

事務総務
隣の火事(溝口大火）、地震、強盗、窃盗、車の突入・台風、
洪水、大雪、テロ、クーデター、通り魔、変質者の侵入、ブ
ラックジャーナル押売、右翼・ガイセンカー

中堅 事故

若手①
・地震災害を想定（被害規模震度６強、高津区でも建物崩
壊、東京支店も半壊）、風評、社屋にアスベスト

若手②
･台風（多摩川の氾濫・物の落下）･火災（煙草の不始末・延
焼）・地震（地下倉庫の不安定機材の倒壊・物の落下・海現
場時の津波）・小動物被害（地下倉庫のネコ侵入）



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４（2） アンケート結果 

 
5. おわりに 
本研究では、社内でBCP策定を始める第一歩として、社内の合
意形成に効果のある、簡便で効果的な参加型のBCP啓発手法の提
案を行った。そして、提案手法を用いてBCPワークショップを実
施してその効果をアンケートにより検証した。その結果、ワーク

ショップ実施前に比べて BCP の理解度及び策定必要性に関する
評価が向上した。 
しかし、チェックリストによる評価では、得点結果において職

責によるバラツキがみられた。これは、ワークショップのグルー

ピングを職責別で行ったことにも起因すると考えられるが、組織

層によって BCP のとらえ方に差異が見られたことも要因である
と考えられる。このため、今後、BCP策定にあたっては、組織層
に応じた教育手法を開発することが必要であると考えている。例

えば、組織層毎に業務フローを明確化し、その上で本研究で実施

したワークショップを組織層毎に開催する。業務フローが明確化

されていることにより、議論を発散させることなく、成果が得ら

れるものと考える。 
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質問２　当社にとってＢＣＰの策定は必要だと思いますか。
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